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財 政 課

令 和 ５ 年 度 ２ 月 補 正 予 算

に 関 す る 説 明 資 料

（ 議 案 第 １ １ 号 ）
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(単位：千円)

増 減 額

県民税（個人分） 415,059 （ 25,649,000 → 26,064,059 ）地方消費税（貨物割） △ 1,588,092 （ 2,644,000 → 1,055,908 ）

県民税（株式譲渡割） 212,246 （ 399,000 → 611,246 ）地方消費税（譲渡割） △ 1,248,143 （ 18,969,000 → 17,720,857 ）

地方消費税清算金 △ 820,000 （ 50,566,000 → 49,746,000 ）

特別法人事業譲与税 869,000 （ 16,757,000 → 17,626,000 ）自動車重量譲与税 △ 13,000 （ 143,000 → 130,000 ）

地方特例交付金 5,000 （ 497,000 → 502,000 ）

地方交付税 11,784,622 （ 192,510,000 → 204,294,622 ）

農業水産業費分担金 13,874 （ 1,561,486 → 1,575,360 ）災害復旧費分担金 △ 47,800 （ 47,800 → 0 ）

高等学校使用料 △ 67,322 （ 2,073,817 → 2,006,495 ）

港湾使用料 △ 51,250 （ 825,788 → 774,538 ）

体育施設使用料 △ 20,529 （ 110,354 → 89,825 ）

災害救助費等費 545,209 （ 0 → 545,209 ）新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

△ 7,959,427 （ 13,015,218 → 5,055,791 ）

現年災害復旧事業費 △ 1,801,899 （ 7,804,899 → 6,003,000 ）

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

△ 1,154,703 （ 4,113,099 → 2,958,396 ）

農地中間管理機構関連事業費 △ 755,018 （ 1,059,518 → 304,500 ）

団体営農業用施設災害復旧事業費 △ 689,000 （ 2,569,000 → 1,880,000 ）

土地貸付収入 29,654 （ 99,844 → 129,498 ）建物貸付収入 △ 14,217 （ 252,485 → 238,268 ）

不用物品売払収入 20,068 （ 32,053 → 52,121 ）

県営林売払収入 10,969 （ 120,111 → 131,080 ）

一般寄附金 65,636 （ 5,000 → 70,636 ）

ふるさと納税寄付金 20,000 （ 1,500 → 21,500 ）
96,419

1 県 税 △ 2,319,381

2 地方消費税清算金 △ 820,000

7 分担金及び負担金 △ 43,269

8 使用料及び手数料 △ 184,773

9 国 庫 支 出 金 △ 17,227,311

10 財 産 収 入 66,759

11 寄 附 金

令 和 ５ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 　　主 要 な 歳 入 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

5 地 方 交 付 税 11,784,622

3 地 方 譲 与 税 934,000

4 地 方 特 例 交 付 金 5,000
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増 減 額区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

市町村振興資金特別会計繰入金 992,533 （ 0 → 992,533 ）減債基金繰入金 △ 10,000,000 （ 10,000,000 → 0 ）

秋田県退職手当臨時対策基金繰入金 △ 974,117 （ 7,072,286 → 6,098,169 ）

前年度繰越金 10,087,242 （ 4,314,910 → 14,402,152 ）　

地域医療従事者医師修学資金貸付金元利収入 県制度資金貸付金元利収入 △ 3,107,000 （ 20,699,189 → 17,592,189 ）

59,042 （ 0 → 59,042 ）

国直轄災害事業負担金 520,600 （ 276,400 → 797,000 ）地方道路等整備事業費 △ 2,004,400 （ 7,185,000 → 5,180,600 ）

国直轄河川事業負担金 350,700 （ 6,842,400 → 7,193,100 ）国直轄港湾事業負担金 △ 1,095,700 （ 2,454,400 → 1,358,700 ）

現年発生土木災害復旧事業費 △ 899,600 （ 5,198,100 → 4,298,500 ）

土木河川等整備事業費 △ 819,500 （ 2,941,700 → 2,122,200 ）

臨時財政対策債 △ 765,800 （ 2,560,000 → 1,794,200 ）

14 諸 収 入 △ 3,317,818

663,312,423　→　643,426,564

15 県 債 △ 8,613,400

合　　　計 △ 19,885,859

12 繰 入 金 △ 10,333,949

13 繰 越 金 10,087,242
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(単位：千円)

増 減 額 減　　　　額　　　　内　　　　訳

議会活動費 △ 10,082 （ 222,814 → 212,732 ）

財政調整基金積立金 7,201,086 （ 271 → 7,201,357 ）県有建築物大規模修繕事業 △ 102,649 （ 532,192 → 429,543 ）

減債基金積立金 6,499,295 （ 16,218 → 6,515,513 ）

災害救助対策費 1,084,166 （ 57 → 1,084,223 ）介護給付費負担金 △ 888,264 （ 19,186,096 → 18,297,832 ）

福祉医療費等助成事業 △ 790,780 （ 4,461,834 → 3,671,054 ）

日常生活回復に向けたＰＣＲ等検査無料化事業

△ 594,305 （ 632,560 → 38,255 ）

あきたの出産・子育て応援事業 △ 502,407 （ 807,220 → 304,813 ）

後期高齢者医療給付費負担金 △ 445,020 （ 12,293,570 → 11,848,550 ）

保健・疾病対策諸費 96,323 （ 35,795 → 132,118 ）新興感染症対策事業（新型コロナウイルス感染症分）

△ 6,159,023 （ 11,893,628 → 5,734,605 ）

新型コロナウイルス感染症対策事業 △ 2,360,145 （ 2,967,456 → 607,311 ）

職業能力開発支援事業 △ 122,672 （ 612,842 → 490,170 ）

経営体育成基盤整備事業 177,100 （ 22,408,322 → 22,585,422 ）災害関連緊急治山等事業 △ 410,316 （ 694,000 → 283,684 ）

農地中間管理総合対策事業 △ 400,893 （ 1,199,431 → 798,538 ）

新規就農総合対策事業 △ 260,806 （ 703,752 → 442,946 ）

経営体育成支援事業 △ 247,395 （ 339,783 → 92,388 ）

水利施設整備事業 △ 227,950 （ 2,777,756 → 2,549,806 ）

秋田ふるさと村推進事業 9,063 （ 177,625 → 186,688 ）経営安定資金貸付事業 △ 1,566,660 （ 16,270,773 → 14,704,113 ）

男鹿水族館推進事業 6,199 （ 88,245 → 94,444 ）中小企業振興資金貸付事業 △ 983,039 （ 5,116,689 → 4,133,650 ）

新事業展開資金貸付事業 △ 909,172 （ 2,267,251 → 1,358,079 ）

企業立地・導入促進資金貸付事業 △ 403,798 （ 464,205 → 60,407 ）

国直轄河川事業負担金 389,858 （ 7,475,337 → 7,865,195 ）国直轄港湾事業負担金 △ 1,217,469 （ 2,639,523 → 1,422,054 ）

地方道路交付金事業費 △ 894,356 （ 21,791,770 → 20,897,414 ）

通常砂防事業 △ 400,400 （ 1,919,400 → 1,519,000 ）

3 民 生 費 △ 3,080,524

8 土 木 費 △ 3,112,233

6 農 林 水 産 業 費 △ 3,479,344

7 商 工 費 △ 4,806,451

4 衛 生 費 △ 9,213,201

5 労 働 費 △ 139,821

1 議 会 費 △ 13,750

2 総 務 費 13,083,574

令 和 ５ 年 度 ２ 月 補 正 予 算    主 要 な 目 的 別 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳
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増 減 額 減　　　　額　　　　内　　　　訳区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳

交通信号機整備事業 △ 84,102 （ 550,539 → 466,437 ）

一般管理事業 △ 29,859 （ 570,477 → 540,618 ）

交通管制システム整備事業 △ 23,100 （ 54,810 → 31,710 ）

ヘリコプター維持管理事業 △ 20,220 （ 112,332 → 92,112 ）

警察本部職員給与費 △ 20,210 （ 19,825,193 → 19,804,983 ）

教職員給与管理費 4,403 （ 3,885 → 8,288 ）教育委員会職員給与費 △ 2,318,374 （ 78,176,091 → 75,857,717 ）

建設事業周辺家屋調査事業 2,722 （ 16,104 → 18,826 ）鹿角小坂地区統合校整備事業 △ 353,583 （ 2,384,804 → 2,031,221 ）

金足農業高等学校整備事業 △ 334,496 （ 414,826 → 80,330 ）

栗田支援学校整備事業 △ 293,695 （ 474,237 → 180,542 ）

国直轄災害事業負担金 516,368 （ 280,711 → 797,079 ）現年発生土木災害復旧事業 △ 2,701,500 （ 11,849,600 → 9,148,100 ）

農業用施設災害復旧事業 △ 929,500 （ 3,064,197 → 2,134,697 ）

林道施設災害復旧事業 △ 600,876 （ 1,329,000 → 728,124 ）

公債費（元金） 2,979,137 （ 80,162,563 → 83,141,700 ）公債費（利子） △ 952,885 （ 6,891,609 → 5,938,724 ）

株式等譲渡所得割交付金 198,000 （ 237,000 → 435,000 ）地方消費税清算金 △ 2,580,000 （ 21,342,000 → 18,762,000 ）

663,312,423　→　643,426,564

14 予 備 費

合　　　計 △ 19,885,859

12 公 債 費 1,955,659

13 諸 支 出 金 △ 2,575,000

10 教 育 費 △ 4,661,779

11 災 害 復 旧 費 △ 3,593,233

9 警 察 費 △ 249,756
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原油価格高騰等の影響に伴う指定管理者への支援について

行政経営課

１ 目的 ＜支援イメージ＞

公の施設の指定管理者に対し、原油価格高騰等により

かかり増しとなった光熱費及び燃料費（光熱費等）につ

いて、収入に占める指定管理料の割合（公費負担割合）

に応じて助成する。

２ 補助金の概要

⑴ 対 象 者 ①指定管理料制施設の指定管理者

②利用料金併用制施設の指定管理者
※市町村及び当該施設の収支が黒字の指定管理者を除く

⑵ 対象経費 光熱費等の収支計画からの増加分

⑶ 対象期間 令和５年３月から令和６年２月まで

⑷ 補 助 額 公費負担割合に基づき算出

３ 予算額（施設所管課の予算に計上）

１１６，５８８千円（ １１６，５８８千円）

①指定管理料制施設の指定管理者

・対象期間における収支実績

補助額：対象経費10×公費負担割合100%=10

②利用料金併用制施設の指定管理者

・対象期間における収支実績

補助額：対象経費10×公費負担割合40%=4

指定管理料40 利用料金等60

指定管理料100

合計110

合計110

対象経費

支出

収入

収入

対象経費

その他70 当初30 増10

光熱費等

支出

その他70 当初30 増10

光熱費等

合計100（公費負担割合40%）

合計100（公費負担割合100%）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」
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４ 予算額内訳

（単位：千円）

指定管理者名 所管課名 予算額

1 秋田県北部男女共同参画センター (特非)秋田県北エヌピーオー支援センター 次世代・女性活躍支援課 209

2 秋田県ゆとり生活創造センター (特非)あきたパートナーシップ 地域づくり推進課 790

3 秋田県立体育館 (一財)秋田県総合公社 スポーツ振興課 298

4 向浜スポーツゾーン (一財)秋田県総合公社 スポーツ振興課 33,080

5 秋田県立武道館 (一財)秋田県総合公社 スポーツ振興課 14,095

6 秋田県点字図書館 (福)秋田県社会福祉事業団 障害福祉課 1,037

7 秋田県立美術館 (公財)平野政吉美術財団 教育庁生涯学習課 4,534

1 秋田県児童会館 (特非)あきた子どもネット 次世代・女性活躍支援課 4,189

2 秋田県ふるさと村 (株)秋田ふるさと村 観光戦略課 9,063

3 秋田県立男鹿水族館 (株)男鹿水族館 観光戦略課 6,199

4 秋田県立田沢湖スポーツセンター 田沢湖高原リフト(株) スポーツ振興課 992

5 秋田県立社会福祉会館 (福)秋田県社会福祉協議会 地域・家庭福祉課 8,340

6 秋田県北部老人福祉総合エリア (福)秋田県社会福祉事業団 長寿社会課 1,671

7 秋田県中央地区老人福祉総合エリア (福)秋田県社会福祉事業団 長寿社会課 4,719

8 秋田県南部老人福祉総合エリア (福)秋田県社会福祉事業団 長寿社会課 15,082

9 秋田県健康増進交流センター 河辺地域振興(株) 健康づくり推進課 5,435

10 秋田県森林学習交流館 (株)サンアメニティ 森林環境保全課 3,800

11 秋田県立中央公園 (一財)秋田県総合公社 都市計画課 3,055

116,588

施設名

合計（１８施設）

指
定
管
理
料
制
施
設

利
用
料
金
併
用
制
施
設
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災害救助対策費（災害救助費負担金）について

総合防災課

１ 補正理由

令和５年７月１４日からの大雨災害への災害救助法の適用に伴い、救助の実施主体が県になったことか

ら、県内及び他県の市町村が救助に支弁した費用を負担する。

２ 補正内容

令和５年７月１４日からの大雨に伴い、災害救助法に基づく救助を実施した費用について県内市町村及

び他県へ支出する。

⑴ 救助法適用市町村分 １，０７６，１６０千円

県から委任を受けた市町村が、救助事務に要した費用（１４市町村分）

⑵ 県内他市町村による応援分 ６，１９９千円

県の要請により県内市町村が、救助法適用市町村の救助事務の応援に要した費用

⑶ 県外の市町村による応援分 １，７０２千円

救助法適用市町村に対し、他県市町村が行った救助事務の応援に要した費用

３ 予算額

１，０８４，０６１千円（ ５４５，２０９千円 １９８，６４５千円 ３４０，２０７千円）

（災害救助費国庫負担金）
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「秋田県公債費管理特別会計条例の一部を改正する条例案」について（議案第２９号）

財政課

１ 改正理由
全国型市場公募債に関する経理の一層の明確化を図るため、公債費管理特別会計において他の特別会

計からの繰入金を歳入とすることができるようにする必要がある。

２ 改正内容
歳入及び歳出（第２条関係）
歳入とすることができるものに他の特別会計からの繰入金を加える。

３ 施行期日
公布の日

【参考】全国型市場公募債の発行について
○ 金利上昇等の金融環境の変化に対応し、安定した資金調達を図るため、平成２７年度から発行してい
る。

○ 今年度は、環境分野への課題解決に資する事業に使途を限定して、資金を調達するグリーンボンド
（環境債）※を新たに発行し、一般会計の事業に加え、港湾整備事業特別会計の事業にも充当した。

※ 令和５年度グリーンボンドの概要
・ 銘 柄 名 秋田県令和５年度第２回公募公債（グリーンボンド）
・ 年 限 ５年（満期一括償還債）
・ 発 行 額 ７０億円
・ 利 率 ０．３４４％
・ 発 行 日 令和５年１２月６日
・ 充当事業 能代港ふ頭用地造成事業、河川改修事業等
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